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１．４表の相互関係

借方　 貸方

貸借対照表 行政コスト計算書

　貸借対照表、行政コスト計算書、純資産変動計算書、資金収支計算書の４つの財務諸表は以下のような相関
関係にあります。
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貸借対照表とは

貸借対照表の作成基準

○　対象となる会計範囲

　普通会計（一般会計＋公共用地取得事業特別会計）を対象としています。

○　作成基準日

○　採用した基礎数値

借方

資産
〔土地、建物、預金等〕

貸方

負債
〔将来の世代が負担〕
今後、支払いが必要

純資産
〔これまでの世代が負担〕

支払いが不要

　平成26年3月31日を基準日としています。
　ただし、平成26年4月1日から5月31日までの出納整理期間の収支は、基準日までに終
了したものとして処理しています。

　昭和44年度以降の決算統計のデータを基礎数値としています。

２．貸借対照表〔バランスシート〕

　通常、地方公共団体では単年度の現金収支に着目し会計処理を行っています。毎年度作成される歳入歳
出決算書では、年度間の行政サービス、資産形成にどれだけの経費が使われたのか、また、それらの財源
である税金等の収入がどのくらいであったのかを表しています。
　一方、貸借対照表では、過去から現在に至るまでの決算データを積み上げ、その地方自治体に現在どれ
だけの資産があり、その資産を形成するためにどのようにお金が使われたのかを表しています。具体的に
は表の左側「借方」に資産、右側「貸方」に資産形成の財源である資金を性格別に表記します。
　また、貸借対照表は表の左右がバランスすることから「バランスシート」とも呼ばれています。

　貸借対照表の作成については、「新地方公会計制度実務研究会報告書（平成１９年10月総務省）」に示
されている作成方法（総務省方式改訂モデル）に基づいています。

貸借対照表を作成することの意義 

・ 資産、負債を含めた財政の現状について客観的に捉えることができる。 
・ 地方自治体の資産形成と財源（税金、国・県補助金等）投入の関係を明らかにできる。 

・ 資産と負債の割合から、現在世代の負担と将来世代の負担の関係を明らかにできる。 
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貸借対照表の概要

貸借対照表〔平成26年3月31日〕
〔単位：千円〕

〔資産の部〕 〔負債の部〕

１　公共資産 １　固定負債

(1) 有形固定資産 (1) 地方債

(2) 売却可能資産 (2) 長期未払金

(3) 退職手当引当金

２　投資等 (4) 損失補償等引当金

(1) 投資及び出資金

(2) 貸付金 ２　流動負債

(3) 基金等 (1) 翌年度償還予定地方債

(4) 長期延滞債権 (2) 短期借入金（翌年度繰上充用金）

(5) 回収不能見込額 (3) 未払金

(4) 翌年度支払予定退職手当

３　流動資産 (5) 賞与引当金

負債合計

(1) 現金預金

①財政調整基金 [純資産の部]

②減債基金 １　公共資産等整備国県補助金等

③歳計現金 ２　公共資産等整備一般財源等

３　その他一般財源等

(2) 未収金 ４　資産評価差額

資産合計 純資産合計

〔資産の部〕

１　公共資産

(1) 有形固定資産

(2) 売却可能資産
  「公共資産」のうち、行政目的のために使用されていない売却可能資産は99,301千円となって
います。

  「公共資産」のうち、道路、公園、小中学校及び保育所等に係る土地建物などの資産は、
94,451,593千円となっています。

資　　産　　合　　計 負 債 ・ 純 資 産 合 計

20,442,574

5,736,475

1,397,585

732,254

100,997,867

588,630

121,868

150,001

341,981

710,498

3,625,091

0

2,000

3,264,416

389,300

△ 47,080

57,707,242

△ 24,339,559

65,415

100,997,867

94,550,894

94,451,593

99,301

202,010

0

5,881,566

0

3,829,101

43,293,094

34,046,640

貸方

　資産のうち「公共資産」は、「有形固定資産」と「売却可能資産」で構成されています。

なお、総額は94,550,894千円となっており、総資産のおよそ94％を占めています。

96648

47,122,195

53,875,672100,997,867

借方

3,364,888
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２　投資等

(1) 投資及び出資金

(2) 貸付金

(3) 基金等

　このうち、主なものは産業の振興のためのものであり2,691,113千円となっています。

(4) 長期延滞債権

(5) 回収不能見込額

３　流動資産

(1) 現金預金

(2) 未収金

　過去の回収実績から、47,080千円を回収不能見込額として計上しています。

 長期延滞債権のうち納付期限から1年以上納付されていない租税債権は、293,599千円となって
います。

　資産のうち「流動資産」は、「現金預金」及び「未収金」で構成され、総額は710,498千円となっ
ております。

　財政調整基金96,648千円及び減債基金150,001千円を計上しています。

　このうち、44,210千円が市税となっています。

   基金の総額は、3,264,416千円となっています。

　資産のうち「投資等」は、「投資及び出資金」、「貸付金」、「基金等」、「長期延滞債権」及び
「回収不能見込額」で構成され、総額は5,736,475千円となっており、総資産のおよそ6％となって
います。

　平成25年度において、歳入として見込んでいた地方税等のうち会計年度内に収入とならなかっ
た額124,946千円から回収不能見込額3,078千円を差し引き、121,868千円を計上していま
す。

　水道事業の整備や公共的団体等に対して、1,397,585千円の出資をしています。

　奨学金貸付等、732,254千円を計上をしています。
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〔負債の部〕

１　固定負債

(1) 地方債

(2) 長期未払金

(3) 退職手当引当金

(4) 損失補償等引当金

２　流動負債

(1) 翌年度償還予定地方債

(2) 短期借入金（翌年度繰上充用金）

(3) 未払金

(4) 翌年度支払予定退職手当

(5) 賞与引当金

　地方債のうち、翌年度償還予定額3,625,091千円を計上しています。

　翌年度の6月に支給される賞与のうち、平成25年度負担相当額202,010千円を計上していま
す。

　退職手当組合に加入しているため0千円となります。

　平成26年度償還予定額を除いた地方債、34,046,640千円を計上しています。

　負債のうち「流動負債」は、「翌年度償還予定地方債」、「 短期借入金（翌年度繰上充用金）」、
「未払金」、「翌年度支払予定退職手当」及び「賞与引当金」で構成され、総額は3,829,101千円と
なっており、負債・純資産合計のおよそ4％を占めています。

　一部事務組合下北医療センターむつ総合病院負担金に係る債務負担行為、3,364,888千円を計
上しております。

　平成25年度における普通会計の赤字はないため0千円となります。

　損失補償等引当金はありません。

　平成25年度開催市議会に係る会議録作成委託料の平成26年度支払予定額2,000千円となってい
ます。

　平成25年度末に特別職を含む全職員（平成25年度末退職者を除く）が普通退職した場合の退職
手当支給見込額から、翌年度支払予定退職手当の額を除いた5,881,566千円を計上しています。

  負債のうち「固定負債」は、「地方債」、「長期未払金」及び「退職手当引当金」で構成され、総額
は43,293,094千円となっており、負債・純資産合計のおよそ43％を占めています。
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〔純資産の部〕

１　公共資産等整備国県補助金等

２　公共資産等整備一般財源等

３　その他一般財源等

４　資産評価差額

　行政サービスの提供に必要な資産整備などの財源として、これまでに国及び県から受け入れた補助金
20,442,574千円を計上しています。

　行政サービスの提供に必要な資産整備などの財源のうち、国及び県から受けた補助金と建設地方債を
除いた57,707,242千円を計上しています。

　△ 24,339,559千円を計上しております。
　これは、資産形成に直接関係のない「臨時財政対策債」及び「退職手当債」を借入していること等か
らマイナス計上となります。
　また、こうした負債に対して、十分な備えが蓄えられていないことを表しているとも言えます。

　市が保有している土地及び株で売却可能としている資産の前年度との評価差額を計上しています。
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貸借対照表を活用した財務分析

■社会資本形成に係る世代間負担比率

■住民一人当たりの貸借対照表

〔単位：千円〕

〔資産の部〕 〔負債の部〕
１　公共資産 １　固定負債

２　投資等 ２　流動負債

３　流動資産 [純資産の部]

1,631

699

公共資産合計

100,997,867千円

資　　産　　合　　計 1,631 負 債 ・ 純 資 産 合 計
〔平成26年3月31日現在のむつ市住民基本台帳人口：61,903人〕

将来世代が負担する額

47,122,195千円

46.7%

これまでの世代が負担した額

53,875,672千円

53.3%

87011

1,527

6293

借方 貸方

　社会資本の整備結果を表す「公共資産」について、これまでの世代と将来世代の負担状況を示します。
　これまでの世代の負担が53.3％、将来世代の負担は46.7％となっています。

　平成26年3月31日現在のむつ市住民基本台帳人口を基に、住民一人当たりの資産及び負債・純資産の状
況を試算しました。
　バランスシートを住民一人当たりに換算すると、資産は1,631千円、負債は761千円、純資産は870
千円となっています。
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行政コスト計算書とは

行政コスト計算書の概要

行政コスト計算書〔平成25年4月1日～平成26年3月31日〕
〔単位：千円、％〕

１　人に係るコスト

（１）人件費

（２）退職手当引当金繰入等

（３）賞与引当金繰入額

２　物に係るコスト

（１）物件費

（２）維持補修費

（３）減価償却費

３　移転支出的なコスト

（１）社会保障給付

（２）補助金等

（３）他会計等への支出額

（４）他団体への公共資産整備補助金等

４　その他のコスト

（１）支払利息

（２）回収不能見込計上額

（３）その他行政コスト

１．使用料・手数料　

２．分担金・負担金・寄附金　

（差引）純経常行政コスト　　A－B　　

経常利益　B

57.3%

　貸借対照表（バランスシート）が作成基準日時点の資産や負債の状況を表すのに対し、行政コスト計算
書はその年度間の行政活動の収支を表します。
　歳入歳出決算書では、行政サービスも資産形成もすべて歳入歳出の対象として収支を計算しますが、行
政コスト計算書では、普通建設事業費や地方債の償還は資産の増加や負債の減少であり費用（コスト）と
して捉えないため計上せず、反対に通常の歳入歳出決算では計上されない有形固定資産の減価償却費や退
職手当引当金繰入等を費用として計上します。

473,343
88,599

1,521

2.1%563,463

28.9%7,867,924

178,346

3,399,597
987,678

3,480,649

4,303,114
5,167,026

5,936,367

98%

100%
305,644
271,435

53.0%
47.0%

15,584,853

３．行政コスト計算書

577,079

3,412,076
△ 425,845

202,010

区分 金額 構成比率
27,204,481 100%経常行政コスト　A

3,188,241

26,627,402

11.7%

行政コスト計算書を作成することの意義 
・ 歳入歳出決算書だけではわからない減価償却費や退職手当引当金繰入等などを含めた行政
サービスとコストの関係が把握できる。 
・人件費コスト、物件費コスト、使用料・手数料収入などを経費の目的別に把握できる。（本概
要版では目的別の区分を一部省略しています） 
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性質別行政コストの状況

目的別行政コストの状況

単位：千円

生
活

教　育福　祉環 境 衛 生産 業 振 興消　防総　務議　会支 払 利 息
回
収

その他
# # # # # # # # # # 0

563,463

人に係るコスト

物に係るコスト

移転支出的なコスト

その他のコスト

7,867,924

#######

3,188,241

　性質別行政コストの状況とは、資産形成に結びつかない経常的な支出について、性質別に分類したもの
です。
　はじめに”人に係るコスト”とは、人件費、退職手当引当金繰入及び賞与引当金繰入をいい、総額で
3,188,241千円となっており、経常的な行政コストの11.7％を占めています。
　”人に係るコスト”の主なものは、人件費で3,412,076千円となっています。
　次に”物に係るコスト”は、物件費、維持補修費及び減価償却費をいい、総額で7,867,924千円となっ
ており、経常的な行政コストの28.9％を占めています。
　”物に係るコスト”の主なものは、物件費が3,399,597千円、減価償却費は3,480,649千円となって
います。
　最後に、”移転支出的なコスト”についてですが、これには社会保障給付費及び補助金等が含まれ、総
額で15,584,853千円となっており、経常的な行政コストの57.3％を占めています。
　”移転支出的なコスト”の主なものは、社会保障給付に係る費用が5,936,367千円、補助金等が
4,303,114千円となっています。

　”経常的行政コスト”を目的別に分類すると、福祉が9,176,873千円〔構成比33.7％〕と最も多く、
続いて環境衛生5,446,523千円〔構成比20.0％〕、総務2,960,494千円〔構成比10.9％〕、教育
2,733,984千円〔構成比10.0％〕、生活インフラ・国土保全2,723,542千円〔構成比10.0％〕、産業
振興1,701,733千円〔構成比6.3％〕、消防1,700,935千円〔構成比6.3％〕、支払利息473,343千円
〔構成比1.7％〕、議会198,455千円〔構成比0.7％〕の順となっています。

人に係るコスト 

3,188,241千円

（11.7%） 

物に係るコスト 

7,867,924千円  

（28.9%） 

移転支出的なコスト 

15,584,853千円

（57.3%） 

その他のコスト 

563,463千円 

（2.1%） 

2,723,542 

2,733,984 

9,176,873 

5,446,523 

1,701,733 

1,700,935 

2,960,494 

198,455 

473,343 

88,599 

0 

0 2000000 4000000 6000000 8000000 10000000

生活インフラ 

・国土保全 

教 育 

福 祉 

環 境 衛 生 

産 業 振 興 

消 防 

総 務 

議 会 

支 払 利 息 

回収不能 

見込計上額 

その他 
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純資産変動計算書とは

純資産変動計算書の概要

〔単位：千円〕

純経常行政コスト

一般財源

地方税

地方交付税

その他行政コスト充当財源

補助金等受入

臨時損益

災害復旧事業費

公共資産除売却損益

投資損失

資産評価替えによる変動額

無償受贈資産受入

その他

４．純資産変動計算書

△ 17,238

　純資産変動計算書は、貸借対照表の純資産の部に計上されている項目について、一年間の変動の状況を示
す表です。

1,172,235

純資産変動計算書〔平成25年4月1日～平成26年3月31日〕

△ 163,519
△ 418,317

金額

52,876,953期首純資産残高

86

5,876,800
11,919,521

区分

18,968,556

△ 26,627,402

　純資産が平成25年度一年間で、998,719千円（約1.9％）増加したことがわかります。公共資産除
売却等による臨時損益が大幅に減っていることや、補助金等受入額が大幅に増額したこと等による結
果、増加した形となっています。

998,719千円の増

その他

9,075,796

53,875,672

0

0

期末純資産残高

△ 237,560

0

純資産変動計算書を作成することの意義 

・貸借対照表の純資産の部に計上された数値が1年間にどのように変動したかを明らかにするもの

です。資産から負債を差し引いた純資産は、これまでの世代が負担してきた部分を表しており、1

年間の増減を要因別に把握することができます。 
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資金収支計算書とは

資金収支計算書の概要

〔単位：千円〕

公共資産整備収支の部

△ 93,283

繰上充用金

　資金収支計算書は、歳計現金〔資金〕の収支の状況を「経常的収支の部」、「公共資産整備収支の部」及
び「投資・財務的収支の部」の3つの区分に応じて表した計算書です。

経常的収支の部

資金不足額②

623,284

支出

2,628,776

支出

投資・財務的収支の部

期末歳計現金残高

＝ 341,981

4,572,734

6,347,698資金不足額③

収入

29,545,042

2,005,492

収入

1,774,964

収入

24,442,307

収支余剰額①

5,102,735

支出

435,264

期首歳計現金残高

＋ ＋ 0△ 93,283

５．資金収支計算書

  当年度歳計現金増減額 
  ①－②－③ 

資金収支計算書を作成することの意義 
 款項目別に表示されている歳入歳出決算書では、資本取引と損益取引の区分がないフロー情報
が中心であり、ストック情報につながらないなど資金収支の状況が明確ではありませんが、資金
収支計算書は、行政活動を歳計現金（資金）の流れからみたものであり、上記３つの区分に分類
することにより、どのような行政活動にどの程度の資金が使われたのかを把握することができま
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〔経常的収支の部〕

■支出

■収入

〔公共資産整備収支の部〕

■支出

■収入

〔投資・財務的収支の部〕

■支出

■収入

　経常的な収入の合計額は、29,545,042千円となっています。
　地方交付税や地方税など、日常の行政サービスの提供に必要な支出に充てる収入です。
　収入額の多い順に、地方交付税11,919,521千円、国県補助金等8,155,221千円、地方税
5,820,107千円などとなっています。
　この結果、5,102,735千円の余剰額が生じますが、公共資産整備及び地方債の償還に充当されるこ
とになります。

　投資及び財務的収支に係る収入の合計額は、1,774,964千円となっています。
　支出の財源となったもののうち、主なものは、貸付金の回収額1,673,355千円、基金取崩額
44,460千円、公共資産等売却収入27,276千円及びその他収入29,873千円です。
　この結果、4,572,734千円の不足額が生じますが、経常収支の余剰額を充当することになります。

　公共資産の整備に要する支出の合計額は、2,628,776千円となっています。
　このうち、公共資産の整備支出に係るものが2,355,893千円、他団体に補助金を支出することによ
る公共資産整備に係る支出は178,346千円、他会計への繰出金のうち建設事業費に充てられたものは
94,537千円となっています。

　経常的な支出の合計額は、24,442,307千円となっています。
　社会保障給付費、人件費、補助金及び他会計への繰出等、日常の行政サービスの提供に必要な費用で
す。
　支出額の多い順に、社会保障給付5,936,367千円、他会計等への事務費等充当財源繰出支出
5,017,930千円、人件費4,324,278千円、補助金等4,303,114千円などとなっています。

　公共資産の整備に充てるための収入の合計額は、2,005,492千円です。
　公共資産整備の財源のうち主なものは、地方債発行額1,013,300千円、国県補助金等920,575千円
となっています。
　この結果、623,284千円の不足額が生じますが、経常収支の余剰額を充当することになります。

　投資及び財務的収支に係る支出の合計額は、6,347,698千円となっています。
　主な支出は、地方債償還額3,115,212千円、他会計等への公債費充当財源に係る支出1,304,559千
円及び基金積立額1,520,181千円となっています。
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一時借入金に関する情報

①資金収支計算書には一時借入金の増減は含まれていません。

②平成25年度における一時借入金の借入限度額は10,000,000千円です。

③支払利息のうち、一時借入金利子は24,028千円です。

基礎的財政収支（プライマリーバランス）に関する情報

収入総額

地方債発行額

財政調整基金等取崩額

小計〔Ａ〕

支出総額

地方債償還額

財政調整基金等積立額

小計〔Ｂ〕

33,325,498千円基
礎
的
収
入

　「基礎的財政収支」とは「プライマリーバランス」ともいい、税収と税外収入といった歳入の合計
と、過去に発行した市債などの元利払いに充てる費用を除いた歳出との収支のことをいいます。
　財政の健全性を示す指標で、この「基礎的財政収支」が均衡していれば、借金に頼らず元利払い以外
の支出を賄えていることとなるため、財政が健全であることを示すことになります。

30,358,930千円
基
礎
的
支
出

1,228,514

29,130,416千円

-723,752千円

-3,564,527千円

基礎的財政収支〔Ａ〕－〔Ｂ〕

33,418,695千円

-493,173千円

-2,473,395千円
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